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大沢胖・柴田明徳 日本建築学会関東支部研、1960年（昭和35）6月
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世界地震工学会議
World Conference on Earthquake Engineering (WCEE)

第1回 1956年 米国
（バークレイ）

第2回 1960年 日本
（東京・京都）

第3回 1965年 ニュージーランド
（オークランド・ウェリントン）

第4回 1969年 チリ
（サンチャゴ）

第5回 1973年 イタリア
（ローマ）

第6回 1977年 インド
（ニューデリー）

第7回 1980年 トルコ
（イスタンブール）

第8回 1984年 米国
（サンフランシスコ）

第9回 1988年 日本
（東京・京都）

第10回 1992年 スペイン
（マドリッド）

第11回 1996年 メキシコ
（アカプルコ）

第12回 2000年 ニュージーランド
（オークランド）

第13回 2004年 カナダ
（バンクーバー）

第14回 2008年 中国
（北京）

第15回 2012年 ポルトガル
（リスボン）

（第16回 2016年 チリ）

図４



1960第2回世界地震工学会議（東京・京都） 最終報告 図５

鯰の展示 張衡の地震計
１９６０年WCEE 図６



カルモ教会
1755年
リスボン大地震で
被災

２０１２年
第15回WCEE
リスボン
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電子管アナログ計算機SERAC  1961年
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地震波カーブリーダー ペン書きオシログラフ

図９

5質点系地震応答 Mビル No.1（３０S50%） 図１０



1963年 武藤清先生退官
「超高層への道」

1968年 霞ヶ関三井ビル
地上36階 146m
計算周期 梁5.14(4.02)s 桁5.01(2.75)s
実測周期 梁3.14s          桁2.56s

図１１

梁間
15.6m、11.2m、15.6m
桁行
3.2m

中央コア部に7枚
のRC耐震壁
（たてスリット入り）

「構造パースペクティブ」日本建築学会 図１２



柱、梁
厚肉圧延H型鋼
（最大厚60mm）

478×427×40×60
桁行

2重梁
梁間
ハニカムビーム
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東北大学建築学科（片平、1951年（昭和26）～） 図１４



東北大学建築実験所（塩釜）1957年（昭和32）～ 図１５

建築実験所振動台（塩釜） 図１６



東北大学建設系建物（青葉山移転）1969年（昭和44）～ 図１７

建築実験所（青葉山移転）1971年（昭和46）～ 図１８



建築実験所（青葉山）振動台（塩釜より移設） 図１９

1968年十勝沖地震 強震記録
八戸第二港湾事務所

最大加速度 NS成分 225gal

志賀敏男「構造物の振動」（共立出版、1976）より

図２０



1968年十勝沖地震

青森県三沢高校
RC造3階建
1階短柱せん断破壊

図２１

志賀マップ
（中低鉄筋コンクリート造建物の耐震度判定）

壁率
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△：崩壊

×：大破

×：中破

×：小破

○：軽微・無被害

○はC型校舎

ねじれによる破壊

日本建築学会RC壁式構造規準

1968十勝沖地震

志賀敏男先生
1923～2009 1968年（昭和43）東北支部研 志賀・柴田・高橋
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1970年 日米セミナー 仙台
米国 Penzien (Berkeley)
日本 梅村（東大）、志賀（東北大）
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卸町RC造3階建物
1層崩壊（ピロティ）

1978年（昭和43）宮城県沖地震
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「構造設計指針」
東京都財務局
平成23年4月

構造計算のフロー

図２５
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阿部良洋・守研二、兵庫県南部地震で被災したRC造建物の壁率
マップによる検証、建築学会東北支部、1997年6月

宮城県沖地震（SA=0.77G) 兵庫県南部地震（SA=1.5G)
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山田 稔
日本建築学会大会学術講演梗概集
関東 2011年8月
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東北大学工学部建設系建物（SRC造、9階建、1969～）
1978年宮城県沖地震で被災、妻壁せん断きれつ

図２９
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1978年宮城県沖地震
建設系建物（9階）の実測波形と応答解析波形の比較

梁間

桁行

図３１

日本建築学会論文報告集、第301号、昭和56年3月

付 鉄筋コンクリート造建物の震害と壁率、他

実存建物の耐震性能の分布
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「構造物の振動」 共立出版
初版 1977年（昭和51）

図３２



志賀・柴田・古村・長山・南・水野・木村、1978年宮城県沖地震における仙台卸売商業団地の
建物全数被害調査（その１）～（その３）、日本建築学会東北支部、1978年（昭和53）11月

（その１） （その２） 図は南亮一による

1978年宮城県沖地震
仙台市卸町の全数被害調査

図３３

宮城県沖地震による仙台市内のRC造被害率

上杉 卸町 長町

柴田、都市地域における建築群の震害確率の予測に関する考察、日本地震工学
シンポジウム、1982年12月
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小野瀬順一博士による建物耐力分布

耐力分布R
地震力分布S

↓

建物被害率pf

被害程度の考慮
（塑性率d及び
エネルギ－一定
則による）

図３５

神戸市庁舎（RC造8階建）
6層部分崩壊
（6層より上を撤去し、5階建、
塔屋1階として使用）

新庁舎（S造30階建）は無被害
1995年（平成7）阪神・淡路大震災



図３７

平成12年6月1日施行
改正建築基準法（二年目
施行）の解説
建設省住宅局建築指導課
新日本法規

限界耐力計算の
フローチャート

2000年（平成12）
建築基準法改正
（性能設計法、
損傷・安全限界、
限界耐力計算）

2005年（平成17）
耐震偽装問題
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「最新耐震構造解析」 森北出版
初版 1981年
第2版 2003年

“Dynamic Analysis of Earthquake
Resistant Structures”
東北大学出版会
初版 2010年

図３９

「確率的手法による構造安全性の解析」
森北出版
初版 2005年

図４０



宝文堂、1995年（平成7）初版
本田印刷、2011年（平成23）復刻版

鳥影社、2011年（平成23）

飯沼勇義氏：1930年（昭和5）仙台市生まれ、東北大学宮城師範学校卒、
公立学校教員14年の後、民間企業、幼稚園長等をへて研究生活。

2011年（平成23）3月11日
東日本大震災

図４１

吉田東伍
1864（元治元）～1918（大正7）
歴史地理学者
「大日本地名辞書」の著者

歴史地理、1906年（明治39年）

図４２



末の松山（多賀城市、矢印は2011年東日本大震災の津波痕） 図４３

伊達治家記録（仙台市博物館） 1611年慶長津波の記述
図４４



869年貞観津波● 1611年慶長津波▲ 2011年東北地方太平洋沖地震津波■

仙台平野の津波伝説関連地点と
東日本大震災による津波浸水域

図４５

波分神社（仙台市霞の目） 1611年慶長津波の伝承
図４６



仙台平野における津波堆積物の層序
（津波の規模は堆積物の分布域から推定）
箕浦幸治、学士會会報、No.890、2012年 図４７

どうも有難うございました
図４８


